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第２章 新型コロナウイルス感染症の地域経済への影響 

 

 2020 年以降の我が国の地域経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、感染症）によ

り、大きく落ち込んだ。年初より中国から各国へと感染が拡大した結果、国境をまたい

だ人の行き来が減少し、日本を訪れる外国人観光客や国内のインバウンド需要は激減し

た。４月には国内の感染拡大を防止するため、初めは東京都や大阪府等７都府県で、後

には全国に対象を拡大して緊急事態宣言が発出された。人々が外出の機会を減らし、飲

食店や小売店などのサービス業が営業を自粛した結果、国内の消費は大幅に落ち込んだ。

更に欧米やアジア諸国でも感染が急激に拡大したことから、世界的なサプライチェーン

の混乱や海外市場での需要の減少などが生じ、国内製造業の生産活動も急激に低下した。

感染症による経済減速の影響は雇用分野にも波及し、人手不足を背景に近年は堅調に推

移してきた有効求人倍率は低下に転じた。５月に緊急事態宣言が解除されて以降、経済

活動が段階的に再開され、景気には持ち直しの動きがみられるようになったものの、感

染拡大防止と経済活動との両立が模索される中で、2021 年１月には再び緊急事態宣言が

都市部を中心とした地域に発出されるなど、依然として国内の地域経済は感染症の影響

による厳しさの中にある。本章では、感染症が我が国の経済へ与えた影響について、特

に地域経済の観点より概観する。 

 

（１）感染症の各地域への影響  

 

 (感染症を巡る国内の出来事) 

 最初に、感染症を巡る国内の出来事を確認する（第２－１－１図）。2020年１月に国内

で初めて感染者が確認されてから、２月には北海道で感染者が増加したため、北海道は

自治体として初めて独自の緊急事態宣言を行った。続く３月末にかけては、都市部を中

心に感染者数が増加したことから、４月７日に政府より新型インフルエンザ等対策特別

措置法に基づく緊急事態宣言が、東京都や大阪府等７都府県 30に対して発出された。続

く４月 16日には宣言の対象区域は全国へと拡大された。緊急事態宣言下では、人との接

触を８割減少させることを目標に、人々の日常生活や社会の経済活動が大きく制約され

ることとなったが、感染者数は次第に減少していった。５月 14日には一部の地域を除い

た全国 31で緊急事態宣言が解除され、21 日には関西圏 32、25 日には残る首都圏 33と北海

道でも宣言が解除された。続く６月には、都道府県をまたぐ移動の自粛も解除され、経

                                                   
30 東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、兵庫県及び福岡県の７都府県。 
31 東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、大阪府、京都府、兵庫県及び北海道を除いた 39県。 
32 大阪府、京都府及び兵庫県。 
33 東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県。 
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済活動の再開が着実に進んでいった。７月には経済活動と感染拡大防止との両立が目指

される中で、ＧｏＴｏトラベルキャンペーンが東京都を除いて開始された。同時期には

首都圏や沖縄県などで、再び感染者数が増加傾向となったが、９月にはこうした動きも

落ち着き、10 月にはキャンペーンに東京都も加えられた。 

しかし、11 月より北海道や関西圏などで再び感染者数が増加に転じ始めたことから、

11 月には一部地域で、12 月には全国でキャンペーンは一時停止となった。年が明けた

2021 年１月８日には、医療提供体制が急速にひっ迫しつつあった１都３県 34に対して、

続く 14日には２府５県 35に対して、再び緊急事態宣言が発出された。その後、新規感染

者数等は全国的に減少傾向となったことから、２月７日には栃木県、２月 28日には２府

４県 36に対する緊急事態宣言は解除され、残る１都３県 37についても３月 21日に解除さ

れた。2021 年に発出された緊急事態宣言は、全国的に幅広い施設に対して営業の自粛や

短縮などが行われた 2020年４月時の緊急事態宣言とは異なり、主に飲食店を中心とした

施設に対して夜間の営業自粛等を重点的に行うものではあるが、感染症が我が国の地域

経済に大きな影響を及ぼす状況が続いている。 

 

第２－１－１図 新規感染者数の推移と感染症に関わる主な出来事 

 
（備考）厚生労働省「オープンデータ」等により作成。 

  

                                                   
34 東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県の１都３県。 
35 大阪府、京都府、兵庫県、愛知県、岐阜県、栃木県及び福岡県の２府５県。 
36 大阪府、京都府、兵庫県、愛知県、岐阜県、及び福岡県の２府４県。 
37 東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県の１都３県。 

（備考）厚生労働省「オープンデータ」により作成
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(感染症による景況感の悪化と持ち直しの動き) 

 前項で振り返った 2020年からの感染症を巡る出来事は、国内の経済にどのような影響

を与えたのか、ここでは、景気ウォッチャー調査の景況判断ＤＩによって、国内の景況

感の推移を概観する。 

景況判断ＤＩは（第２－１－２図（１））、2019 年 10月の消費税率引上げ以降、概ね 40

台前半で推移していたが、国内で感染の拡大がみられ始めた 2020年２月よりＤＩは低下

し始め、緊急事態宣言が発出された４月には 9.4 まで低下した。５月には宣言が解除さ

れたことからＤＩは 17.0へと小幅ながら上昇に転じ、続く６月は、経済活動の再開が進

んだことにより、ＤＩは 40.0 まで大きく上昇した。以降、ＧｏＴｏキャンペーンなど政

府や自治体による消費等の活性化を狙った政策にも支えられ、７月のＤＩは、感染が拡

大する前である１月の水準（41.9）を超えて 42.2 まで上昇し、10 月にはＤＩが 53.0 と

なるなど、景況感は着実に持ち直していった。 

しかし、11 月より再び全国で感染に拡大傾向が現れ始めると、景況感は再び悪化へと

転じ、2021 年１月には 11 都府県に対して緊急事態宣言が発出されたことから、ＤＩは

31.2 へと低下した。ただし、宣言の発出以降には、全国で感染者数が減少傾向となった

ことから、３月のＤＩは 49.0 まで上昇するなど、景況感には再び持ち直しの動きもみえ

始めている。 

今般の感染症による経済ショックが、どれほど我が国の経済にとって厳しいものであ

ったか、前出の景気ウォッチャー調査の景況判断ＤＩにより、過去の経済ショックと今

回の感染症による経済ショックとを比較してみると（第２－１－２図（２））、感染症に

より最もＤＩが落ち込んだ 2020 年４月のＤＩ値である 9.4 は、2011 年４月の東日本大

震災の発生後のＤＩ（23.9）や 2008 年 12 月のリーマンショック時のＤＩ（19.2）を、

更に大きく下回っている。景気ウォッチャー調査の結果によれば、今回の感染症がもた

らした景況感の悪化は、近年では最も厳しいものであったといえる。 
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第２－１－２図 景況判断ＤＩの推移（景気ウォッチャー調査、現状） 

（１）2020年１月～2021年３月までの推移 

 

 

（２）過去の経済ショックとの比較  

 

（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査」により作成。 

２．景況判断ＤＩは季節調整値。 

 

(感染症の影響下における地域の人出の変化) 

 感染症の影響下にあっては、政府や自治体による施設等に対する営業自粛の要請等に
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加えて、日常生活における人々の行動が、不要不急の外出を控える、イベントの開催を

自粛するといったように、大きく変化したことが、地域の経済に大きく影響を与えた。

そこで本節では、地域の人々の行動がどの程度変化していたかを、地域の感染症の状況

とあわせて、日次データにより確認しておく。  

第２－１－３図（１）～（13）は、2020 年２月 15 日～2021 年３月末までの地域別の

人出の変化と新規感染者数の推移を示したものである。まず新規感染者数の動きを概観

すると、新規感染者数の水準や、新規感染者数が増減した時期は、地域によって違いが

みられる。東北、甲信越、北陸、四国といった地域は、その他の地域に比べて新規感染者

数は相対的に少なく、10 万人当たりの新規感染者数は、概ね２人以下で推移している。

一方、南関東、東海、近畿、中国、九州といった人口が集中する都市圏が含まれる地域、

及び南関東と隣接する北関東では、新規感染者数は高い水準で推移する傾向があり、特

に東京都を含む南関東では新規感染者数が多くなっている。なお、沖縄は 2020年の７～

８月頃及び 2021年の１月頃にかけて急激に新規感染者数が増加した時期があり、北海道

では 2020 年の 11 月頃より他の地域に先がけて新規感染者数が増加するなど、これらの

地域では、他の地域とはやや異なる時期に、新規感染者数の動きが変化する傾向もみら

れる。 

 続いて、レストランやショッピングセンター、テーマパークといった施設における人

出のデータの変化をみると、２～５月頃までの時期にはすべての地域で、感染が拡大す

る前の時期 38に比べて、人出は急速に減少している。特に南関東では人出の減少幅が大

きく、４月下旬には全地域で最も低い▲46％39まで人出が減少した。緊急事態宣言が解除

された６月以降の動きをみると、各地域で人出は次第に増加していき、７月初めにはす

べての地域で、人出は拡大前の時期に比べて▲20％以下の水準まで減少幅が縮小した。

なお、沖縄では８月の新規感染者数が急激に増加した時期に人出が一時的に低下してお

り、北海道でも 11 月後半より新規感染者数の増加に合わせて人出は減少傾向へ転じると

いったように、地域固有の人出の動きもみられる。12 月後半には全国的に新規感染者数

が増加に転じたことから、すべての地域で人出に減少傾向が見え始め、2021 年１月に入

って一部の地域に緊急事態宣言が発出されると 40、各地域で人出は更に大きく低下した。

ただし、2020年４月に宣言が発出された時期に比べると、2021年１月以降の人出の減少

幅はやや小さい傾向にある。総じて各地域の人出の増減は、その地域の新規感染者数の

増減によって、変動する部分が大きいと推察される。 

 

                                                   
38 2020年１月３日～２月６日の５週間における該当曜日の中央値。 
39 2020年４月 27日における後方７日間移動平均値。 
40 2021年１月に発出された緊急事態宣言の対象地域と期間は次のとおり。埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

（2021年１月８日から３月 21 日まで）、岐阜県（2021年１月 14 日から２月７日まで）、大阪府、兵庫県、 

京都府、愛知県、岐阜県、福岡県（2021年１月 14日から２月 28日まで）。 
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第２－１－３図 人出と新規感染者数の推移 

（１）全国 

 

（２）北海道                 （３）東北 

 

 

（４）北関東                （５）南関東 

 

 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

△ 50.0

△ 40.0

△ 30.0

△ 20.0

△ 10.0

0.0

10.0

15 25 10 20 30 5 15 25 5 15 25 10 20 30 10 20 30 5 15 25 10 20 30 10 20 30 5 15 25 5 15 25 10 20 30 5 15 25 5 15 2531

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2020年 2021年

人出の変化(左軸)

10万人当たり

新規感染者数(右軸)

(人)(ベースライン比、％)

（日）

（月）

Base

Line

Base

Line

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

△ 60.0

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

15 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 5 20

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2020年 2021年

(ベースライン比、％) (人)

（日）

（月）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

△ 60.0

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 5 20

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2020年 2021年

10万人当たり

新規感染者数(右軸)

(人)

人出の変化（左軸）

(ベースライン比、％)

（日）

（月）

Base

Line

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

△ 60.0

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

15 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 5 20

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2020年 2021年

(ベースライン比、％) (人)

Base

Line

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

△ 60.0

△ 40.0

△ 20.0

0.0

20.0

15 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 30 15 305 20 5 20 10 25 15 5 20

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

2020年 2021年

(ベースライン比、％) (人)

（日）

（月）

（日）

（月）



  

83 
 

（６）甲信越                 （７）東海 

 

 

（８）北陸                 （９）近畿 

 

 

（10）中国                  （11）四国 
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（12）九州                 （13）沖縄 

 
（備考）１．厚生労働省「各都道府県の検査陽性者状況（空港疫、チャータ便案件を除く国内事例）」、 

Google LLC ”Google COVID-19 Community Mobility Reports”  

https://www.google.com/covid19/mobility/ Accessed: May23, 2021）」により作成。 

２．「10 万人当たり新規感染者数」は後方７日移動平均。 

３．「人出の変化」とはグーグルコミュニティモビリティレポートにおけるモビリティの変化（小売・娯楽）の 

後方７日移動平均（ベースライン比（％））。 

      ４．各地域の人出の変化は、都道府県別のモビリティの変化を 2019年 10月１日時点の都道府県人口で 

加重平均することで算出。 

５．人出の変化のベースラインは、2020年１月３日～２月６日の５週間における該当曜日の中央値。 

６．人出の変化の対象施設は、小売・娯楽に関連する施設（レストラン、カフェ、ショッピングセンター、 

テーマパーク、博物館、図書館、映画館など）。 

 

(新規感染者数が多い地域ほど人々は外出を控える傾向) 

 人出と新規感染者数のデータからは、概ね新規感染者数が多い地域で人出が減少する

傾向がみられた。そこで第２－１－４図では、47 都道府県について人出の変化の平均値

と新規感染者数（10 万人当たり）との関係を統計的に確認した。分析の期間は、感染の

拡大防止のため、自治体から飲食店の営業自粛要請などがあった地域と、そうした要請

の無かった地域とで、人出が減少する傾向がどの程度異なるかも合わせて比較するため、

新規感染者数の動きや自治体の対応について地域差の大きかった、2020年８～11 月まで

とした。 

結果をみると、新規感染者数の多い都道府県ほど、その地域に住む人々が外出を控え

た傾向があった。また、単回帰による推計結果によれば、分析期間の間に自治体から飲

食店等の営業自粛要請（営業時間の短縮要請やガイドラインの非遵守店への休業要請も

含む）などがあった都道府県のグループ（図中で赤い点により示した 11 都道府県）では、

新規感染者数が 10％増加した場合、人出は 7.0％ポイント程度低下していた。一方、自

治体からそのような要請がなかったグループの場合（図中で青い点により示した 36 県）

でも、新規感染者数が 10％増加すれば、人出は 3.5％ポイント程度低下していた。 

推計の結果からは、自治体が飲食店の営業自粛要請などを行うか否かに関わらず、新

規感染者数が多い地域ほど、そこに住む人々は外出を控える傾向のあることが示唆され

る。人出を減少させる効果は、自治体が営業自粛要請などを行った地域の方が、そうで
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ない地域よりも大きいが、営業自粛要請などが無い地域に住む人々も、報道等により居

住地域の感染症の状況に関する情報を入手し、主体的に外出の程度を変化させている可

能性がある。 

 

第２－１－４図 人出と新規感染者数との関係（都道府県別） 

 

（備考）１．厚生労働省「各都道府県の検査陽性者状況（空港疫、チャータ便案件を除く国内事例）」、 

Google LLC ”google COVID－19 Community Mobility Reports”  

https://www.google.com/covid19/mobility/ Accessed: March 4, 2021）」により作成。 

      ２．データの期間は 2020年８月１日～11月 30日まで。 

      ３．回帰直線を表す式の括弧内の値は各係数の t値。 

 

(人々の外出の程度によってサービス支出は大きく増減) 

 前項でみた人出のデータによれば、各地域の人々は感染症の状況を踏まえながら、時

期によって外出の程度を大きく変化させていた。このように外出の機会が変動すれば、

外食や旅行といった外出を前提とするサービスに対する個人の支出も大きな影響を受け

るものと考えられる。そこで、ここではデータによって外出の変動とサービス支出の増

減との関係を確認した。 

カード支出に基づくサービス支出 41と人出との関係を、2020 年２月～2021年３月まで

集計し、月別に両者の関係を散布図にした結果が第２－１－５図（１）である。結果から

は、人出の増減に伴って、サービスに対する支出が大きく増減する様子が確認できる。

                                                   
41 サービス支出には、外食、旅行、交通、娯楽、宿泊、医療、通信、電気・ガス、コンテンツ配信等が含まれ

る。 
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特に 2020年４月と５月には緊急事態宣言の影響により、人出とサービス支出は共に大き

く減少している。2021 年１月及び２月の人出とサービス支出も、２回目の宣言の影響に

よって低位にある。しかし、2020 年の宣言時ほどには、人出もサービス支出も低下して

いない。人出とサービス支出の間には強い相関関係がみられ、単純な回帰分析の結果か

らは、人出が 10％ポイント低下すれば、サービス支出はおよそ 11％ポイント低下する関

係にある。 

なお、サービス支出のうち特に外食に対する支出のみを取り出して人出との関係を確

認すると、外食支出に対する人出の変化の影響は、サービス支出全体に比べて更に大き

い（第２－１－５図（２））。回帰分析の結果からは、外食の場合、人出が 10％ポイント

低下すれば、外食に対する支出は 18％ポイント程度減少することが示唆される。外食に

関しては、政府や自治体等による営業時間の短縮要請の影響も大きいと考えられるため、

人出の減少のみが外食に対する支出の減少の直接の要因とは言えないが、感染症の影響

が比較的小さかったと思われる時期（2020 年の夏季から秋季にかけて）も、人出と外食

支出の間には相関関係がみられることから、人々が外出を減らす場合、特に外食を回避

する傾向は強いものと推察される。 

 

第２－１－５図 人手とサービス支出との関係 

（１）人出とサービス支出 
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（２）人出と外食に対する支出 

 

（備考）１．株式会社ナウキャスト、株式会社ジェーシービー「ＪＣＢ消費ＮＯＷ」（渡辺努「クレジットカード支出金額 

の『一人当たり支出金額』と『支出者数』への分解」（2020年４月）の参考系列）及び 

google LLC ”Google COVID-19 Community MobilityReports”https://www.google.com/covid19/mobility/  

Accessed: May 23, 2021）」により作成。 

２．横軸はグーグルコミュニティモビリティレポートにおけるモビリティの変化（小売・娯楽）の月次平均 

（ベースライン比（％））。 

３．モビリティの変化のベースラインは 2020年１月３日～２月６日の５週間における該当曜日の中央値。 

４．モビリティの変化の対象施設は、小売・娯楽に関連する施設（レストラン、カフェ、ショッピング 

センター、テーマパーク、博物館、図書館、映画館など）。 

    ５．データの期間は 2020年２月～2021年３月まで（2020年２月の人出の変化は２月 15～28日の値）。 

    ６．「サービス支出の変化率」及び「外食に対する支出の変化率」はいずれも 2020年１月からの変化率。 

    ７．回帰直線を表す式の括弧内の値は各係数のｔ値。 
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